
(10) 職員の福祉及び利益の保護の状況

 イ　職員の福利厚生事業の概要（令和４年度）

 (ｲ) 知事部局等（企業局、病院事業局、議会事務局及び各種行政委員会事務局を含む。）

ａ　保健事業の概要(主なもの)

ｂ　給付事業の概要(主なもの)

職員が病気やけがをしたとき

職員が出産したとき

職員が死亡したとき

ｃ　貸付事業の概要（主なもの）

（注）１　共済組合とは地方職員共済組合、互助会とは山形県職員互助会をいいます。

　　　２　金額が入っていないものは、規程に基づき給付されるものであり、定額ではありません。

事　　業　　名 事　　業　　の　　概　　要 実施主体
健康診断 ●定期健康診断 県

　・問診　・身長、体重、視力、聴力、腹囲　・心電図検査
　・尿検査　・血圧測定　・血液検査　・胸部エックス線検査
●生活習慣病健康診断 県
　・胃がん検診（40歳以上の希望者）
　・大腸がん検診（40歳以上の希望者）
　・肺がん検診（50歳以上の希望者）
　・子宮がん検診（20歳以上の希望者）
　・乳がん検診（41歳以上の奇数年齢の希望者）

人間ドック ●指定型（50歳の職員） 県
●準指定型（45歳、55歳、退職予定の希望する職員） 共済組合
●希望型（35歳以上で希望する職員。ただし、45歳、50歳、55
　歳、退職予定の希望する職員を除く。）

●職場復帰支援事業（精神の疾患により特別休暇中等の職員
　を対象に、外部専門家による助言の実施等により復帰を支
　援）

１．医療機関等に支払うもの ●会員療養給付金

●メンタルへルス研修（管理監督者及びメンタルヘルスケア
　推進員向けセミナー、一般職員向け研修等）

●試し出勤制度（精神の疾患により特別休暇中等の職員が、
　職場復帰する前に試験的に出勤し、勤務等の不安を緩和す
　る等円滑な復帰を支援）

●ストレスチェック制度（ストレスチェック及び医師の面接
　指導を実施）

●法定給付の額 ●長期療養見舞金
２．職員に支給するもの

●高額療養費
●一部負担金払戻金
●出産費　　　　　　408,000円 ●出産祝金　　　　　　　45,000円
（産科医療補償制度対象分娩）   

420,000円
●出産費附加金　 　　 30,000円
●埋葬料　　　　　　  50,000円 ●弔慰金
●弔慰金 　　　　　　300,000円～430,000円  
●遺族厚生年金 ●遺児育英資金

　　　　　　500,000円～700,000円  

住宅貸付 1,800万円 1.26％
共済組合

在宅介護対応住宅加算 300万円 1.00％

県

●はーとふる相談（県内４ブロックの外部医療機関による面
　接、電話相談）
●地共済こころの健康相談窓口（共済本部の専用電話回線に
　て予約を受け、専門スタッフによる面談あるいはＷｅｂに
　よる相談）

共済組合
メンタルヘルスケア

事　　　　　項 共　済　組　合 互　　助　　会

貸付の種類 最高限度額 貸付利率 実施主体

●メンタルヘルス相談（心療内科医師、臨床心理士、メンタ
　ルヘルスコーディネーター及び保健師による面接）



 (ﾛ) 警察本部

ａ　保健事業の概要（主なもの）

ｂ　給付事業の概要（主なもの）

ｃ　貸付事業の概要（主なもの）

（注） １　共済組合とは警察共済組合を、互助会とは山形県警察職員互助会をいいます。
　　　 ２　金額が入っていないものは、規程に基づき給付されるものであり、定額ではありません。

給料月額×75
(他の貸付を含む合計額) 1.68%

共済組合
300万円 1.58%

●弔慰金 　　　　　 300,000円又は400,000円
●遺族厚生年金

最高限度額 貸付利率 実施主体

●埋葬料　　　　　　　  50,000円 ●弔慰金　　　　　　  300,000円
●埋葬料附加金　　　　  50,000円 ●遺児育英金

　　　第１子　　　　　 30,000円
　　　第２子　　　　　 60,000円
　　　第３子以降　　  100,000円　

（産科医療補償制度対象分娩）
　　　　　　　　　　　 420,000円  
●出産費附加金

●高額療養費
●一部負担金払戻金
●出産費　　　　　　　 408,000円 ●出産祝金　　　　　　 20,000円

共　済　組　合 互　　助　　会
１．医療機関等に支払うもの ●長期療養見舞金　　　 20,000円
●法定給付の額
２．職員に支給するもの

●メンタルへルス研修（管理監督者向けセミナー、職員向けセ
　ミナー）
●復職支援事業（精神疾患により長期休業している職員の職場
  復帰に際し､職場復帰訓練（試し出勤）及び復帰後のサポート
　を実施)
●ストレスチェック制度（ストレスチェック及び医師の面接指
　導を実施）

　※全て１泊２日 互助会
●外部カウンセラー相談（県内４ブロックの外部医療機関等に
　よる面接、電話相談　随時）

県
共済組合

●電話相談（共済組合本部の全国統一事業　健康相談・メンタ
　ルヘルス相談・介護情報相談）

　・婦人科検診（子宮がん検診（20歳以上の希望者））
　・　　同　　（乳がん検診（41歳以上の奇数年齢の希望者））
●40歳、45歳、50歳、55歳、60歳の希望者 県

県
　・胃がん検診（35歳以上の職員）
　・大腸がん検診（35歳以上の職員）
　・肺がん検診（50歳以上の希望者）

職員が病気やけがをしたとき

事　業　の　概　要 実施主体
●定期健康診断 県
　・問診 ・身体測定、視力、聴力、腹囲 ・心電図検査 ・眼底 共済組合
　  検査 ・尿検査 ・血圧測定 ・血液検査 ・胸部エックス線検査
●生活習慣病健康診断

職員が出産したとき

職員が死亡したとき

貸付の種類

住　宅　貸　付

介 護 住 宅 貸 付

事　業　名
健康診断

人間ドック

メンタルヘルスケア

事　　　　　　　　　項



 (ﾊ) 教育委員会

ａ　保健事業の概要（主なもの）

   ｂ　給付事業の概要（主なもの）

●遺児激励金
　　　　　　 100,000円～300,000円  

   ｃ　貸付事業の概要（主なもの）

（注）１　共済組合とは公立学校共済組合を、互助会とは山形県教職員互助会をいいます。
　　　２　金額が入っていないものは、規程に基づき給付されるものであり、定額ではありません。

事　　業　　名 事　　業　　の　　概　　要 実施主体
健康診断 ●定期健康診断 県

　・問診　・身長、体重、腹囲、視力、聴力　・心電図検査
　・尿検査　・血圧測定　・血液検査　・胸部エックス線検査
●生活習慣病健康診断 県
　・胃がん検診（40歳以上の希望者。ただし、県立学校勤務職員
　  は原則40歳以上全員）

共済組合

　・大腸がん検診（40歳以上の希望者）
　・肺がん検診（50歳以上の希望者）
　・婦人がん検診（子宮がん検診（希望者））
　・　　同　　  （乳がん検診（30歳以上の偶数年齢及び前年度
　　未受診の奇数年齢の希望者））

人間ドック ●指定型（39歳、49歳、54歳の組合員） 県
●準指定型（59歳の希望する組合員） 共済組合
●希望型（34歳以上で希望する組合員。ただし、39歳、49歳、54
  歳を除く。）

メンタルヘルス対策事業 ●ストレスチェック制度
　ストレスチェック及び医師の面接指導を実施

県

●メンタルヘルス健康相談
　相談窓口を県内５か所の医療機関等に設置

県
共済組合

●メンタルヘルスアドバイザー派遣
　臨床心理士を各所属所に派遣し、メンタルヘルス相談を実施
●教職員健康相談24（共済本部の全国統一事業）
　24時間・年中無休での健康電話相談

１．医療機関等に支払うもの ●会員療養見舞金
●法定給付の額
２．職員に支給するもの

●面談によるメンタルヘルス相談（共済本部の全国統一事業）
　臨床心理士等の予約制面談（全国各地のカウンセリングルーム
　で実施）

●電話・Ｗｅｂによるメンタルヘルス相談（共済本部の全国統一
  事業）

●メンタルヘルスセミナー（一般教職員向けセミナー、管理監督
　者向けセミナー)

職員が出産したとき ●出産費　　　   　  408,000円 ●出産見舞金　　　　　　 50,000円
（産科医療補償制度対象分娩）

●復職支援プログラム事業
　精神疾患により長期休業している教職員の職場復帰に際し､職
　場復帰訓練及び復帰後のサポートの実施並びにリワークアドバ
　イザーの派遣

事　　　　　　　　　項 共　済　組　合 互　　助　　会
職員が病気やけがをしたとき

職員が死亡したとき ●埋葬料　　　　　　  50,000円 ●埋葬料　　　　　　　　 50,000円
●埋葬料附加金　　　  25,000円
●弔慰金

●高額療養費
●一部負担金払戻金

最高限度額 貸付利率 実施主体

　　　　　　　　　 　420,000円  
●出産費附加金　　　  50,000円 

●会員弔慰金　　　　　　300,000円

●遺族厚生年金

貸付の種類

住宅貸付 1,800万円 1.32％
共済組合

介護構造貸付 300万円 1.06％



 ロ　公務災害補償の状況

 (ｲ) 公務災害の認定状況 (件)

令和３年度 令和４年度 増　減

274 327 53

14 19 5

288 346 58

 (ﾛ) 補償と福祉事業の状況 (円)

令和３年度 令和４年度 増　減

104,179,204 101,415,596 ▲ 2,763,608

15,182,445 12,283,502 ▲ 2,898,943

119,361,649 113,699,098 ▲ 5,662,551

（注）１　補償とは、地方公務員災害補償法に基づき被災職員の権利として支給されるもので、療養補償費、

　　　　障害補償年金・一時金、遺族補償年金・一時金などがあります。

　　　２　福祉事業とは、労働者災害補償保険法での「特別支給金」に相当するもので、いわゆる付加給付、

　　　　アフターケア、遺族（就学児）に対する奨学援護金などがあります。

福祉事業(注２)

計

公務災害

通勤災害

計

補　　償(注１)


